
申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法 第百十五条の十二第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第百十五条の十二 第五十四条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密

着型介護予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に

係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所（以下この節において「事

業所」という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村

が行う介護保険の被保険者（特定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあ

っては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしてい

る住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。）に対する地域密着型介護予防

サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費の支給について、その効力

を有する。

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしてはならない。

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の十

四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める

員数又は同条第五項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する

従業者に関する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第百十五条の十四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は

指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従っ

て適正な地域密着型介護予防サービス事業の運営をすることができないと認

められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在

地の市町村長の同意を得ていないとき。

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で

定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの



者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務

を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の

到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介護

予防認知症対応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消

しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人で

ある場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定によ

る通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消し

の日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が

法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に

当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過し

ないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着

型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の

理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型

介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ

の他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有し

ていた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しな

いこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定め

るものに該当する場合を除く。

六の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（介

護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人

である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定に

よる通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消

しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者

が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内

に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過

しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密

着型介護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分

の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着

型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況

その他の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有

していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し

ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定

めるものに該当する場合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九（第二号から第五号

までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して

五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型介

護予防サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由



となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型介護

予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他

の当該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有してい

た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこ

ととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるも

のに該当する場合を除く。

七 申請者が、第百十五条の十九（第二号から第五号までを除く。）の規定による

指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日

から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十

五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止に

ついて相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経

過しないものであるとき。

七の二 前号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃

止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当

該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当

の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者であるとき。

九 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれか

に該当する者のあるものであるとき。

十 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、

法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は

第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号

から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六

号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしないことができる。

一 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予防認知症対

応型共同生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起

算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合にお

いては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があっ

た日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算

して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事



業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の

管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

む。）であるとき。

一の二 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定により指定（介護予防認知

症対応型共同生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの日か

ら起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合

においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知が

あった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から

起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でな

い事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業

所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないもの

を含む。）であるとき。

一の三 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の十九第二号から第五号ま

での規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過し

ていないとき。

二 申請者が、第百十五条の十九第二号から第五号までの規定による指定の取消し

の処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分

をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第百十五条の十五第

二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の

理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。

二の二 申請者が、第百十五条の十七第一項の規定による検査が行われた日から聴

聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の十九の規定による指定の

取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日とし

て厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行

われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に第百十五条の十五第二項の規定による事業の廃止の届出をし

た者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の

日から起算して五年を経過しないものであるとき。

二の三 第二号に規定する期間内に第百十五条の十五第二項の規定による事業の

廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に

当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）

の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止について相当

の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から起算し

て五年を経過しないものであるとき。

三 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

法人で、その役員等のうちに第一号又は前三号のいずれかに該当する者のある

ものであるとき。

四 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、

法人で、その役員等のうちに第一号の二又は第二号から第二号の三までのいず

れかに該当する者のあるものであるとき。

五 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、



法人でない事業所で、その管理者が第一号又は第二号から第二号の三までのい

ずれかに該当する者であるとき。

六 申請者（介護予防認知症対応型共同生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、

法人でない事業所で、その管理者が第一号の二又は第二号から第二号の三まで

のいずれかに該当する者であるとき。

５ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行おうとするときは、あらか

じめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させ

るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

６ 市町村長は、第五十四条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の

適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。

７ 第七十八条の二第九項から第十一項までの規定は、第五十四条の二第一項本文

の指定について準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術

的読替えは、政令で定める。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 指定介護予防支援事業者の指定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第百十五条の二十二第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第百十五条の二十二 第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところ

により、第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者

の申請により、介護予防支援事業を行う事業所（以下この節において「事業所」

という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う

介護保険の被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援

被保険者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等

をしている住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。）に対する介護予防サ

ービス計画費及び特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を有

する。

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第五十八条第一項の指定をしてはならない。

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の二

十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員

数を満たしていないとき。

三 申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業

の運営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることがで

きないと認められるとき。

三の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。

四 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で

定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。

四の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者であるとき。

四の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務

を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の

到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。



五 申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消しの

日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である

場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通

知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該

事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しない

ものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護予防支援

事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及

び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務

管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介

護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する

指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものと

して厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

五の二 申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指定

を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただ

し、当該指定の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該

指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するため

の当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の

状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責

任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないことと

することが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに

該当する場合を除く。

六 申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政手

続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分を

しないことを決定する日までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による

事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除

く。）で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の二 申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日から

聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による指

定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日

として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査

が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日

をいう。）までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届

出をした者（当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該

届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の三 第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業

の廃止の届出があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内

に当該届出に係る法人（当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除

く。）の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所（当該事業の廃止につい

て相当の理由があるものを除く。）の管理者であった者で、当該届出の日から

起算して五年を経過しないものであるとき。

七 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当



な行為をした者であるとき。

八 申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号

から前号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

九 申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は

第六号から第七号までのいずれかに該当する者であるとき。

３ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。

４ 市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当

該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるため

に必要な措置を講じなければならない。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 指定地域密着型サービス事業者の指定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第七十八条の二第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第七十八条の二 第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると

ころにより、地域密着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定する特

別養護老人ホームのうち、その入所定員が二十九人以下であって市町村の条例

で定める数であるものの開設者）の申請により、地域密着型サービスの種類及

び当該地域密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業

所（第七十八条の十三第一項及び第七十八条の十四第一項を除き、以下この節

において「事業所」という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長

である市町村が行う介護保険の被保険者（特定地域密着型サービスに係る指定

にあっては、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をし

ている住所地特例適用要介護被保険者を含む。）に対する地域密着型介護サー

ビス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、その効力を有す

る。

２ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定をしようとするときは、厚生労

働省令で定めるところにより、あらかじめその旨を都道府県知事に届け出なけ

ればならない。

３ 都道府県知事は、地域密着型特定施設入居者生活介護につき市町村長から前項

の届出があった場合において、当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第

百十八条第二項第一号の規定により当該都道府県が定める区域とする。）にお

ける介護専用型特定施設入居者生活介護の利用定員の総数及び地域密着型特

定施設入居者生活介護の利用定員の総数の合計数が、同条第一項の規定により

当該都道府県が定める都道府県介護保険事業支援計画において定めるその区

域の介護専用型特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数及び地域密着型

特定施設入居者生活介護の必要利用定員総数の合計数に既に達しているか、又

は当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めると

き、その他の当該都道府県介護保険事業支援計画の達成に支障を生ずるおそれ

があると認めるときは、当該市町村長に対し、必要な助言又は勧告をすること

ができる。

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所

により行われる複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。第六項に

おいて同じ。）に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十



号及び第十二号を除く。）のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一

項本文の指定をしてはならない。

一 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二 当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の四

第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員

数又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関

する基準を満たしていないとき。

三 申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サービ

スの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事

業の運営をすることができないと認められるとき。

四 当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所在

地の市町村長（以下この条において「所在地市町村長」という。）の同意を得

ていないとき。

四の二 申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなるまでの者であるとき。

五 申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で

定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を

受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の二 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者であるとき。

五の三 申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務

を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の

到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

六 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定（認知症

対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消し

の日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人であ

る場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による

通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの

日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法

人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当

該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しな

いものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型

サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となっ

た事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事

業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関

して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、

この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であ

ると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。



六の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定

（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、そ

の取消しの日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が

法人である場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規

定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該

取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され

た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日

以内に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を

経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定地

域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理

由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サ

ービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該

事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任の程度を

考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが

相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場

合を除く。

六の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条の

十（第二号から第五号までを除く。）の規定により指定を取り消され、その取

消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消し

が、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの

処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域

密着型サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その

他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービス事業者が有していた責任

の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととす

ることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該

当する場合を除く。

七 申請者が、第七十八条の十（第二号から第五号までを除く。）の規定による指

定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日か

ら当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八

条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止につい

て相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退

をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届

出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

七の二 前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止

の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申

請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃止

について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る法

人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）の

管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について相



当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人で

ない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管理

者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しない

ものであるとき。

八 申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者であるとき。

九 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

法人で、その役員等のうちに第四号の二から第六号まで又は前三号のいずれか

に該当する者のあるものであるとき。

十 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）が、

法人で、その役員等のうちに第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は

第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第六号まで又は第七号

から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又

は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。）

が、法人でない事業所で、その管理者が第四号の二から第五号の三まで、第六

号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

５ 市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準

に従い定めるものとする。

６ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所

により行われる複合型サービスに係る指定の申請にあっては、第一号の二、第

一号の三、第三号の二及び第三号の四から第五号までを除く。）のいずれかに

該当するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことができる。

一 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対応型共同生

活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護に係る指定を除く。）を取り消され、その取消しの日から起算

して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である場合におい

ては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった

日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算し

て五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人でない事業

所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管

理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含

む。）であるとき。

一の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指定（認知症対



応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。）を取り消され、その取消しの

日から起算して五年を経過しない者（当該指定を取り消された者が法人である

場合においては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通

知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人

でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該

事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しない

ものを含む。）であるとき。

一の三 申請者と密接な関係を有する者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護に係る指定の申請者と密接な関係を有する者を除く。）が、第七十八条の

十第二号から第五号までの規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して五年を経過していないとき。

二 申請者が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定による指定の取消しの

処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分を

する日又は処分をしないことを決定する日までの間に第七十八条の五第二項

の規定による事業の廃止の届出をした者（当該事業の廃止について相当の理由

がある者を除く。）又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者（当

該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出又は指定の

辞退の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

二の二 申請者が、第七十八条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞

決定予定日（当該検査の結果に基づき第七十八条の十の規定による指定の取消

しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚

生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該検査が行われ

た日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。）

までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者（当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）又は第七十八条の八の規

定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を

除く。）で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しないもの

であるとき。

二の三 第二号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃

止の届出又は第七十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、

申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃

止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該届出に係る

法人でない事業所（当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。）

の管理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人（当該指定の辞退について

相当の理由がある法人を除く。）の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人

でない事業所（当該指定の辞退について相当の理由があるものを除く。）の管

理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しな

いものであるとき。

三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。）が、

法人で、その役員等のうちに第一号又は前三号のいずれかに該当する者のある



ものであるとき。

三の二 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、法人で、その役員等のうちに第一号の二又は第二号から第二号の三

までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。

三の三 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除

く。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号又は第二号から第二号の

三までのいずれかに該当する者であるとき。

三の四 申請者（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護

又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限

る。）が、法人でない事業所で、その管理者が第一号の二又は第二号から第二

号の三までのいずれかに該当する者であるとき。

四 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護につき第一項の申請があった場合におい

て、当該市町村又は当該申請に係る事業所の所在地を含む区域（第百十七条第

二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以下この号及び次号

イにおいて「日常生活圏域」という。）における当該地域密着型サービスの利

用定員の総数が、同条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険

事業計画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における当該地域

密着型サービスの必要利用定員総数に既に達しているか、又は当該申請に係る

事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該市

町村介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき。

五 地域密着型通所介護その他の厚生労働省令で定める地域密着型サービスにつ

き第一項の申請があった場合において、第四十二条の二第一項本文の指定を受

けて定期巡回・随時対応型訪問介護看護等（認知症対応型共同生活介護、地域

密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護以外の地域密着型サービスであって、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護その他の厚生労働省令で定めるものをいう。）の事業

を行う者の当該指定に係る当該事業を行う事業所（イにおいて「定期巡回・随

時対応型訪問介護看護等事業所」という。）が当該市町村の区域にある場合そ

の他の厚生労働省令で定める場合に該当し、かつ、当該市町村長が次のいずれ

かに該当すると認めるとき。

イ 当該市町村又は当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護等事業所の所在地を含

む日常生活圏域における地域密着型サービス（地域密着型通所介護その他の厚

生労働省令で定めるものに限る。以下このイにおいて同じ。）の種類ごとの量

が、第百十七条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計

画において定める当該市町村又は当該日常生活圏域における当該地域密着型

サービスの種類ごとの見込量に既に達しているか、又は当該申請に係る事業者

の指定によってこれを超えることになるとき。

ロ その他第百十七条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事

業計画の達成に支障を生ずるおそれがあるとき。

７ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行おうとするとき、又は前項



第四号若しくは第五号の規定により同条第一項本文の指定をしないこととす

るときは、あらかじめ、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係者

の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

８ 市町村長は、第四十二条の二第一項本文の指定を行うに当たって、当該事業の

適正な運営を確保するために必要と認める条件を付することができる。

９ 第一項の申請を受けた市町村長（以下この条において「被申請市町村長」とい

う。）と所在地市町村長との協議により、第四項第四号の規定による同意を要

しないことについて所在地市町村長の同意があるときは、同号の規定は適用し

ない。

10 前項の規定により第四項第四号の規定が適用されない場合であって、第一項の

申請に係る事業所（所在地市町村長の管轄する区域にあるものに限る。）につ

いて、次の各号に掲げるときは、それぞれ当該各号に定める時に、当該申請者

について、被申請市町村長による第四十二条の二第一項本文の指定があったも

のとみなす。

一 所在地市町村長が第四十二条の二第一項本文の指定をしたとき 当該指定が

された時

二 所在地市町村長による第四十二条の二第一項本文の指定がされているとき

被申請市町村長が当該事業所に係る地域密着型サービス事業を行う者から第

一項の申請を受けた時

11 第七十八条の十の規定による所在地市町村長による第四十二条の二第一項本

文の指定の取消し若しくは効力の停止又は第七十八条の十二において準用す

る第七十条の二第一項若しくは第七十八条の十五第一項若しくは第三項（同条

第五項において準用する場合を含む。）の規定による第四十二条の二第一項本

文の指定の失効は、前項の規定により受けたものとみなされた被申請市町村長

による第四十二条の二第一項本文の指定の効力に影響を及ぼさないものとす

る。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 負担限度額に係る認定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法施行規則第八十三条の六

法令(例規)番号 平成十一年厚生省令第三十六号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第八十三条の六 前条の規定による市町村の認定（以下この条において「認定」と

いう。）を受けようとする要介護被保険者は、次に掲げる事項を記載した申請

書を市町村に提出しなければならない。

一 前条各号のいずれかに該当する旨

二 氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号

三 指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受け

ている場合にあっては、当該指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護を受けている介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉

施設の名称及び所在地

四 前号の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、又は入院した

年月日

五 被保険者証の番号

六 特定介護サービスを受ける日の属する年の前年（特定介護サービスを受ける日

の属する月が一月から七月までの場合にあっては、前々年）に厚生労働大臣が

定める年金たる給付の支払を受けている場合にあっては、当該給付の種別

２ 前項の申請書には、同項第一号及び第四号に掲げる事項を証する書類並びに前

条第一号又は第四号ロに掲げる事項を市町村が銀行、信託会社その他の機関に

確認することの同意書を添付しなければならない。ただし、市町村は、当該書

類により明らかにすべき事実を公簿等によって確認することができるときは、

当該書類を省略させることができる。

３ 第一項の申請は、被保険者証を提示して行うものとする。

４ 市町村は、第一項の申請に基づき、認定を行ったときは、様式第一号の二の二

による認定証（以下「認定証」という。）を、当該認定を行った要介護被保険者

に有効期限を定めて交付しなければならない。

５ 認定を受けた要介護被保険者が、次のいずれかに該当するに至ったときは、遅

滞なく、認定証を市町村に返還しなければならない。

一 前条各号のいずれにも該当しなくなったとき。

二 認定証の有効期限に至ったとき。

６ 第二十八条の規定は、認定証の検認及び更新について準用する。

７ 要介護被保険者は、認定証を破り、汚し、又は失ったときは、直ちに、次に掲

げる事項を記載した申請書を市町村に提出して、その再交付を受けなければな



らない。

一 氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号

二 再交付申請の理由

８ 認定証を破り、又は汚した場合の前項の申請には、同項の申請書に、その認定

証を添えなければならない。

９ 要介護被保険者は、認定証の再交付を受けた後、失った認定証を発見したとき

は、直ちに、発見した認定証を市町村に返還しなければならない。

１０ 認定を受けた要介護被保険者に係る第二十九条、第三十条及び第三十二条の

規定による届書には、当該届出に係る被保険者証及び負担割合証に加えて、当

該要介護被保険者に係る認定証を添えなければならない。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 要介護認定、要介護認定の更新、要介護状態区分の変更の認定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第 27 条第 7項、第 28 条第 4項、第 29条第 2項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第二十七条 要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めると

ころにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならな

い。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、

第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福

祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十

五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手

続を代わって行わせることができる。

２ 市町村は、前項の申請があったときは、当該職員をして、当該申請に係る被保

険者に面接させ、その心身の状況、その置かれている環境その他厚生労働省令

で定める事項について調査をさせるものとする。この場合において、市町村は、

当該被保険者が遠隔の地に居所を有するときは、当該調査を他の市町村に嘱託

することができる。

３ 市町村は、第一項の申請があったときは、当該申請に係る被保険者の主治の医

師に対し、当該被保険者の身体上又は精神上の障害の原因である疾病又は負傷

の状況等につき意見を求めるものとする。ただし、当該被保険者に係る主治の

医師がないときその他当該意見を求めることが困難なときは、市町村は、当該

被保険者に対して、その指定する医師又は当該職員で医師であるものの診断を

受けるべきことを命ずることができる。

４ 市町村は、第二項の調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託され

た場合にあっては、当該委託に係る調査を含む。）の結果、前項の主治の医師

の意見又は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果そ

の他厚生労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被

保険者について、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める

事項に関し審査及び判定を求めるものとする。

一 第一号被保険者 要介護状態に該当すること及びその該当する要介護状態区

分

二 第二号被保険者 要介護状態に該当すること、その該当する要介護状態区分及

びその要介護状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。

５ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各



号に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するも

のとする。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次

に掲げる事項について、市町村に意見を述べることができる。

一 当該被保険者の要介護状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養に関す

る事項

二 第四十一条第一項に規定する指定居宅サービス、第四十二条の二第一項に規定

する指定地域密着型サービス又は第四十八条第一項に規定する指定施設サー

ビス等の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項

６ 認定審査会は、前項前段の審査及び判定をするに当たって必要があると認める

ときは、当該審査及び判定に係る被保険者、その家族、第三項の主治の医師そ

の他の関係者の意見を聴くことができる。

７ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護認定をしたときは、その結果を当該要介護認定に係る被保

険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事

項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。

一 該当する要介護状態区分

二 第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見

８ 要介護認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。

９ 市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要介護者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を

第一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証

を返付するものとする。

10 市町村は、第一項の申請に係る被保険者が、正当な理由なしに、第二項の規定

による調査（第二十四条の二第一項第二号の規定により委託された場合にあっ

ては、当該委託に係る調査を含む。）に応じないとき、又は第三項ただし書の

規定による診断命令に従わないときは、第一項の申請を却下することができ

る。

11 第一項の申請に対する処分は、当該申請のあった日から三十日以内にしなけれ

ばならない。ただし、当該申請に係る被保険者の心身の状況の調査に日時を要

する等特別な理由がある場合には、当該申請のあった日から三十日以内に、当

該被保険者に対し、当該申請に対する処分をするためになお要する期間（次項

において「処理見込期間」という。）及びその理由を通知し、これを延期する

ことができる。

12 第一項の申請をした日から三十日以内に当該申請に対する処分がされないと

き、若しくは前項ただし書の通知がないとき、又は処理見込期間が経過した日

までに当該申請に対する処分がされないときは、当該申請に係る被保険者は、

市町村が当該申請を却下したものとみなすことができる。

第二十八条 要介護認定は、要介護状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間

（以下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。

２ 要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対

し、当該要介護認定の更新（以下「要介護更新認定」という。）の申請をする



ことができる。

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要介護認定の有効期間の満了前に当該申請をすることがで

きなかったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、

要介護更新認定の申請をすることができる。

４ 前条（第八項を除く。）の規定は、前二項の申請及び当該申請に係る要介護更

新認定について準用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的

読替えは、政令で定める。

５ 市町村は、前項において準用する前条第二項の調査を第四十六条第一項に規定

する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉施設、介護保険施設そ

の他の厚生労働省令で定める事業者若しくは施設（以下この条において「指定

居宅介護支援事業者等」という。）又は介護支援専門員であって厚生労働省令

で定めるものに委託することができる。

６ 前項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等は、介護支援専門員

その他厚生労働省令で定める者に当該委託に係る調査を行わせるものとする。

７ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等（その者が法人で

ある場合にあっては、その役員。次項において同じ。）若しくはその職員（前

項の介護支援専門員その他厚生労働省令で定める者を含む。次項において同

じ。）若しくは介護支援専門員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なし

に、当該委託業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはならない。

８ 第五項の規定により委託を受けた指定居宅介護支援事業者等若しくはその職

員又は介護支援専門員で、当該委託業務に従事するものは、刑法その他の罰則

の適用については、法令により公務に従事する職員とみなす。

９ 第三項の申請に係る要介護更新認定は、当該申請に係る要介護認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。

10 第一項の規定は、要介護更新認定について準用する。この場合において、同項

中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から

厚生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。

第二十九条 要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受けて

いる要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認

めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態

区分の変更の認定の申請をすることができる。

２ 第二十七条及び前条第五項から第八項までの規定は、前項の申請及び当該申請

に係る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、こ

れらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

第三十条 市町村は、要介護認定を受けた被保険者について、その介護の必要の程

度が低下したことにより当該要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護

状態区分に該当するに至ったと認めるときは、要介護状態区分の変更の認定を

することができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出を求

め、これに当該変更の認定に係る要介護状態区分及び次項において準用する第

二十七条第五項後段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる事項



に係るものに限る。）を記載し、これを返付するものとする。

２ 第二十七条第二項から第六項まで及び第七項前段並びに第二十八条第五項か

ら第八項までの規定は、前項の要介護状態区分の変更の認定について準用す

る。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定

める。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 30 日

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 介護予防サービス計画費の支給

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第五十八条第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第五十八条 市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村（住所地特例適用居宅

要支援被保険者に係る介護予防支援にあっては、施設所在市町村）の長が指定

する者（以下「指定介護予防支援事業者」という。）から当該指定に係る介護

予防支援事業を行う事業所により行われる介護予防支援（以下「指定介護予防

支援」という。）を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定

介護予防支援に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。

２ 介護予防サービス計画費の額は、指定介護予防支援の事業を行う事業所の所在

する地域等を勘案して算定される当該指定介護予防支援に要する平均的な費

用の額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額

が現に当該指定介護予防支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定

介護予防支援に要した費用の額とする。）とする。

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。

４ 居宅要支援被保険者が指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援を受け

たとき（当該居宅要支援被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当

該指定介護予防支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場

合に限る。）は、市町村は、当該居宅要支援被保険者が当該指定介護予防支援

事業者に支払うべき当該指定介護予防支援に要した費用について、介護予防サ

ービス計画費として当該居宅要支援被保険者に対し支給すべき額の限度にお

いて、当該居宅要支援被保険者に代わり、当該指定介護予防支援事業者に支払

うことができる。

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し介護予防サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。

６ 市町村は、指定介護予防支援事業者から介護予防サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準並びに第百十五条の二十四第二

項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準（指定介護予防

支援の取扱いに関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとす

る。

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は介護予防サービス計

画費の支給について、同条第八項の規定は指定介護予防支援事業者について準



用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令

で定める。

８ 前各項に規定するもののほか、介護予防サービス計画費の支給及び指定介護予

防支援事業者の介護予防サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 介護予防住宅改修費の支給

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第五十七条第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準

基 準

第五十七条 市町村は、居宅要支援被保険者が、住宅改修を行ったときは、当該居

宅要支援被保険者に対し、介護予防住宅改修費を支給する。

２ 介護予防住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要と

認める場合に限り、支給するものとする。

３ 介護予防住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九十

に相当する額とする。

４ 居宅要支援被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する介護予防住

宅改修費の額の総額は、介護予防住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚

生労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超

えることができない。

５ 前項の介護予防住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常要

する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村

における介護予防住宅改修費支給限度基準額とすることができる。

７ 介護予防住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規

定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防住宅改修

費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額

とする。

８ 市町村長は、介護予防住宅改修費の支給に関して必要があると認めるときは、

当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者（以下この項に

おいて「住宅改修を行う者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提

出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して

質問させ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入

り、その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。

９ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四

項の規定は前項の規定による権限について準用する。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの



標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 介護予防福祉用具購入費の支給

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第五十六条第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準

基 準

第五十六条 市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る

指定介護予防サービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行

う事業所において販売される特定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居

宅要支援被保険者に対し、介護予防福祉用具購入費を支給する。

２ 介護予防福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必

要と認める場合に限り、支給するものとする。

３ 介護予防福祉用具購入費の額は、現に当該特定介護予防福祉用具の購入に要し

た費用の額の百分の九十に相当する額とする。

４ 居宅要支援被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購

入した特定介護予防福祉用具につき支給する介護予防福祉用具購入費の額の

総額は、介護予防福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令

で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることが

できない。

５ 前項の介護予防福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定介護予防福祉用具の購入に通常要する費用を勘

案して厚生労働大臣が定める額とする。

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の介

護予防福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における介護予防福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。

７ 介護予防福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項

に規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防福祉

用具購入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算

定した額とする。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの



標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 居宅介護サービス計画費の支給

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第四十六条第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第四十六条 市町村は、居宅要介護被保険者が、当該市町村の長又は他の市町村の

長が指定する者（以下「指定居宅介護支援事業者」という。）から当該指定に

係る居宅介護支援事業を行う事業所により行われる居宅介護支援（以下「指定

居宅介護支援」という。）を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、

当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サービス計画費を支給

する。

２ 居宅介護サービス計画費の額は、指定居宅介護支援の事業を行う事業所の所在

する地域等を勘案して算定される指定居宅介護支援に要する平均的な費用の

額を勘案して厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該指定居宅介護支援に要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅

介護支援に要した費用の額とする。）とする。

３ 厚生労働大臣は、前項の基準を定めようとするときは、あらかじめ社会保障審

議会の意見を聴かなければならない。

４ 居宅要介護被保険者が指定居宅介護支援事業者から指定居宅介護支援を受け

たとき（当該居宅要介護被保険者が、厚生労働省令で定めるところにより、当

該指定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場

合に限る。）は、市町村は、当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅介護支援

事業者に支払うべき当該指定居宅介護支援に要した費用について、居宅介護サ

ービス計画費として当該居宅要介護被保険者に対し支給すべき額の限度にお

いて、当該居宅要介護被保険者に代わり、当該指定居宅介護支援事業者に支払

うことができる。

５ 前項の規定による支払があったときは、居宅要介護被保険者に対し居宅介護サ

ービス計画費の支給があったものとみなす。

６ 市町村は、指定居宅介護支援事業者から居宅介護サービス計画費の請求があっ

たときは、第二項の厚生労働大臣が定める基準及び第八十一条第二項に規定す

る指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準（指定居宅介護支援の取扱いに

関する部分に限る。）に照らして審査した上、支払うものとする。

７ 第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、居宅介護サービス

計画費の支給について、同条第八項の規定は、指定居宅介護支援事業者につい

て準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、

政令で定める。



８ 前各項に規定するもののほか、居宅介護サービス計画費の支給及び指定居宅介

護支援事業者の居宅介護サービス計画費の請求に関して必要な事項は、厚生労

働省令で定める。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 居宅介護福祉用具購入費の支給

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第四十四条第一項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準

基 準

第四十四条 市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅

サービス事業者から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において

販売される特定福祉用具を購入したときは、当該居宅要介護被保険者に対し、

居宅介護福祉用具購入費を支給する。

２ 居宅介護福祉用具購入費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必

要と認める場合に限り、支給するものとする。

３ 居宅介護福祉用具購入費の額は、現に当該特定福祉用具の購入に要した費用の

額の百分の九十に相当する額とする。

４ 居宅要介護被保険者が月を単位として厚生労働省令で定める期間において購

入した特定福祉用具につき支給する居宅介護福祉用具購入費の額の総額は、居

宅介護福祉用具購入費支給限度基準額を基礎として、厚生労働省令で定めると

ころにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えることができない。

５ 前項の居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額は、同項に規定する厚生労働省

令で定める期間における特定福祉用具の購入に通常要する費用を勘案して厚

生労働大臣が定める額とする。

６ 市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の居

宅介護福祉用具購入費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市

町村における居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額とすることができる。

７ 居宅介護福祉用具購入費を支給することにより第四項に規定する総額が同項

に規定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護福祉

用具購入費の額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算

定した額とする。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの



標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 住所移転後の要介護認定及び要支援認定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第三十六条

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準

基 準

第三十六条 市町村は、他の市町村による要介護認定又は要支援認定を受けている

者が当該市町村の行う介護保険の被保険者となった場合において、当該被保険

者が、その資格を取得した日から十四日以内に、当該他の市町村から交付され

た当該要介護認定又は要支援認定に係る事項を証明する書面を添えて、要介護

認定又は要支援認定の申請をしたときは、第二十七条第四項及び第七項前段又

は第三十二条第三項及び第六項前段の規定にかかわらず、認定審査会の審査及

び判定を経ることなく、当該書面に記載されている事項に即して、要介護認定

又は要支援認定をすることができる。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 被保険者証の交付

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法施行規則第二十六条第一項

法令(例規)番号 平成十一年厚生省令第三十六号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準

基 準

第二十六条 市町村は、第一号被保険者並びに第二号被保険者（法第九条第二号に

規定する被保険者をいう。以下同じ。）のうち法第二十七条第一項又は第三十

二条第一項の規定による申請を行ったもの及び法第十二条第三項の規定に基

づき被保険者証の交付を求めたものに対し、様式第一号による被保険者証を交

付しなければならない。

２ 第二号被保険者は、前項の規定により被保険者証の交付を受けようとするとき

は、氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号を記載した申請書を市町村に提

出しなければならない。

３ 前項の場合において、当該第二号被保険者は、医療保険各法による被保険者証

（日雇特例被保険者手帳（健康保険印紙を貼り付けるべき余白があるものに限

る。）及び被扶養者証を含む。）、組合員証又は加入者証（以下「医療保険被保

険者証等」という。）を提示するものとする。ただし、市町村が当該第二号被

保険者が医療保険加入者であることを公簿等によって確認することができる

ときは、この限りでない。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 定めなし

備 考



申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

(令和 3年 4月 1日作成）

処 分 名 要支援認定、要支援認定の更新、要支援状態区分の変更の認定

根拠法令(例規)及び条項 介護保険法第 32 条第 6項、第 33 条第 4項、第 33条の 2第 2項

法令(例規)番号 平成九年法律第百二十三号

関 係 条 項

所 管 課 係 名 地域包括ケア推進課介護保険係

審

査

基

準
基 準

第三十二条 要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならな

い。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、

第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福

祉施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十

五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手

続を代わって行わせることができる。

２ 第二十七条第二項及び第三項の規定は、前項の申請に係る調査並びに同項の申

請に係る被保険者の主治の医師の意見及び当該被保険者に対する診断命令に

ついて準用する。

３ 市町村は、前項において準用する第二十七条第二項の調査（第二十四条の二第

一項第二号の規定により委託された場合にあっては、当該委託に係る調査を含

む。）の結果、前項において準用する第二十七条第三項の主治の医師の意見又

は指定する医師若しくは当該職員で医師であるものの診断の結果その他厚生

労働省令で定める事項を認定審査会に通知し、第一項の申請に係る被保険者に

ついて、次の各号に掲げる被保険者の区分に応じ、当該各号に定める事項に関

し審査及び判定を求めるものとする。

一 第一号被保険者 要支援状態に該当すること及びその該当する要支援状態区

分

二 第二号被保険者 要支援状態に該当すること、その該当する要支援状態区分及

びその要支援状態の原因である身体上又は精神上の障害が特定疾病によって

生じたものであること。

４ 認定審査会は、前項の規定により審査及び判定を求められたときは、厚生労働

大臣が定める基準に従い、当該審査及び判定に係る被保険者について、同項各

号に規定する事項に関し審査及び判定を行い、その結果を市町村に通知するも

のとする。この場合において、認定審査会は、必要があると認めるときは、次

に掲げる事項について、市町村に意見を述べることができる。

一 当該被保険者の要支援状態の軽減又は悪化の防止のために必要な療養及び家

事に係る援助に関する事項

二 第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス若しくは第五十四条の二

第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス又は特定介護予防・日常生



活支援総合事業の適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべき事

項

５ 第二十七条第六項の規定は、前項前段の審査及び判定について準用する。

６ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援認定をしたときは、その結果を当該要支援認定に係る被保

険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事

項を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。

一 該当する要支援状態区分

二 第四項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見

７ 要支援認定は、その申請のあった日にさかのぼってその効力を生ずる。

８ 市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の結

果に基づき、要支援者に該当しないと認めたときは、理由を付して、その旨を

第一項の申請に係る被保険者に通知するとともに、当該被保険者の被保険者証

を返付するものとする。

９ 第二十七条第十項から第十二項までの規定は、第一項の申請及び当該申請に対

する処分について準用する。

（要支援認定の更新）

第三十三条 要支援認定は、要支援状態区分に応じて厚生労働省令で定める期間

（以下この条において「有効期間」という。）内に限り、その効力を有する。

２ 要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に該

当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対

し、当該要支援認定の更新（以下「要支援更新認定」という。）の申請をする

ことができる。

３ 前項の申請をすることができる被保険者が、災害その他やむを得ない理由によ

り当該申請に係る要支援認定の有効期間の満了前に当該申請をすることがで

きなかったときは、当該被保険者は、その理由のやんだ日から一月以内に限り、

要支援更新認定の申請をすることができる。

４ 前条（第七項を除く。）及び第二十八条第五項から第八項までの規定は、前二

項の申請及び当該申請に係る要支援更新認定について準用する。この場合にお

いて、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

５ 第三項の申請に係る要支援更新認定は、当該申請に係る要支援認定の有効期間

の満了日の翌日にさかのぼってその効力を生ずる。

６ 第一項の規定は、要支援更新認定について準用する。この場合において、同項

中「厚生労働省令で定める期間」とあるのは、「有効期間の満了日の翌日から

厚生労働省令で定める期間」と読み替えるものとする。

（要支援状態区分の変更の認定）

第三十三条の二 要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に受

けている要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当する

と認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要支援

状態区分の変更の認定の申請をすることができる。

２ 第二十八条第五項から第八項まで及び第三十二条の規定は、前項の申請及び当

該申請に係る要支援状態区分の変更について準用する。この場合において、こ

れらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。



第三十三条の三 市町村は、要支援認定を受けた被保険者について、その支援の必

要の程度が低下したことにより当該要支援認定に係る要支援状態区分以外の

要支援状態区分に該当するに至ったと認めるときは、要支援状態区分の変更の

認定をすることができる。この場合において、市町村は、厚生労働省令で定め

るところにより、当該変更の認定に係る被保険者に対しその被保険者証の提出

を求め、これに当該変更の認定に係る要支援状態区分及び次項において準用す

る第三十二条第四項後段の規定による認定審査会の意見（同項第二号に掲げる

事項に係るものに限る。）を記載し、これを返付するものとする。

２ 第二十八条第五項から第八項まで並びに第三十二条第二項から第五項まで及

び第六項前段の規定は、前項の要支援状態区分の変更の認定について準用す

る。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定

める。

審査基準未設定理由

ア：審査基準が法令及び条例等に定め尽くされているもの

イ：実績がない又は将来的に見込みのないもの

ウ：あらかじめ具体的な基準を定めることが困難なもの

標 準 処 理 期 間 30 日

備 考


